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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第１四半期
連結累計期間

第52期
第１四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自 2023年３月１日
至 2023年５月31日

自 2024年３月１日
至 2024年５月31日

自 2023年３月１日
至 2024年２月29日

売上高 （百万円） 79,118 81,121 324,820

営業利益 （百万円） 3,447 3,267 15,235

経常利益 （百万円） 3,487 3,350 15,482

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,299 2,597 10,707

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,636 3,219 11,591

純資産額 （百万円） 98,569 104,995 104,212

総資産額 （百万円） 149,916 159,073 160,257

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 46.79 53.55 219.70

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 46.75 53.52 219.57

自己資本比率 （％） 65.0 65.3 64.3

（注）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もあり

ません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、 当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものであります。
 

(１）経営成績に関する説明
　当第１四半期連結累計期間（2024年３月１日～５月31日）の業績は、売上高が811億21百万円
（対前年同期比102.5％）、営業利益32億67百万円（同94.8％）、経常利益33億50百万円（同
96.1％）、親会社株主に帰属する四半期純利益25億97百万円（同112.9％）となりました。
 

　売上高は、顧客内シェア拡大や新規受託物件の増加に加え、設備管理や警備、清掃といった施設
管理業において人件費の高騰が課題となる中、前期より注力するお客さまとの交渉を通じた単価見
直しが奏功し、増収となりました。セグメント別では設備管理、警備、清掃、資材関連の４事業で
増収となりました。
　一方、利益面につきましては、設備管理、建設施工、資材関連、自動販売機、サポートの５事業
で増益となり、セグメント利益合計でも増益となりました。しかしながら、更なる人件費の上昇を
主因に警備、清掃の２事業で減益となったこと等により、セグメント利益の成長で販売管理費の増
加分を補うことができず、営業利益は減益となりました。

 

(２)当第１四半期連結累計期間における主要事業の概況

［セグメント別業績］

＜売上高＞

セグメントの名称 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

設 備 管 理 事 業 18,201 22.4 106.5

警 備 事 業 12,905 15.9 101.5

清 掃 事 業 18,051 22.3 103.4

建 設 施 工 事 業 13,072 16.1 97.6

資 材 関 連 事 業 11,983 14.8 106.0

自 動 販 売 機 事 業 2,218 2.7 95.8

サ ポ ー ト 事 業 4,689 5.8 96.7

合 計 81,121 100.0 102.5

 

＜セグメント利益＞

セグメントの名称 セグメント利益（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

設 備 管 理 事 業 1,463 24.7 109.6

警 備 事 業 756 12.8 90.8

清 掃 事 業 1,362 23.0 93.9

建 設 施 工 事 業 1,095 18.5 100.6

資 材 関 連 事 業 660 11.2 104.7

自 動 販 売 機 事 業 269 4.6 104.3

サ ポ ー ト 事 業 306 5.2 204.8

合 計 5,914 100.0 102.9
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＜設備管理事業＞

　設備管理事業は、売上高182億１百万円（対前年同期比106.5％）、セグメント利益14億63百万

円（同109.6％）となりました。同事業では、単価見直しの推進に加え、過年度より取り組む業

務プロセスのデジタル化を通じたローコストオペレーションにより収益性の改善を図りながら、

当期は新規継続契約や各種整備業務の受注を拡大したことにより増収増益となりました。
 

＜警備事業＞

　警備事業は、売上高129億５百万円（対前年同期比101.5％）、セグメント利益７億56百万円

（同90.8％）となりました。同事業では、単価見直しや施設警備の新規受託等により、増収と

なった一方、人件費の上昇を主因に収益性が低下し減益となりました。
 

＜清掃事業＞

　清掃事業は、売上高180億51百万円（対前年同期比103.4％）、セグメント利益13億62百万円

（同93.9％）となりました。同事業では、単価見直しに加え、継続契約の新規受託や2023年４月

に完全子会社化した株式会社アスクメンテナンスの寄与等により増収となりました。一方、人件

費の上昇などにより収益性が低下し、減益となりました。
 

＜建設施工事業＞

　建設施工事業は、売上高130億72百万円（対前年同期比97.6％）、セグメント利益10億95百万

円（同100.6％）となりました。同事業では、2024年１月に発生した令和６年能登半島地震に伴

う復旧関連工事を受託するとともに前年度に引き続き、省エネ関連工事の受託に注力したもの

の、改装工事が前年同期に対して減少したことや期初に計画されていた一部工事に遅延が発生し

たこと等により、減収となりました。一方で、各工事における仕様や工程の最適化を通じた収益

性の改善により増益となりました。
 

＜資材関連事業＞

　資材関連事業は、売上高119億83百万円（対前年同期比106.0％）、セグメント利益６億60百万

円（同104.7％）となりました。同事業では、各種資材の受注拡大を推進するとともに、原材料

や物流費が上昇傾向にある中、各種資材における原価上昇分の売価への適正な反映に取り組み、

増収増益となりました。
 

＜自動販売機事業＞

　自動販売機事業は、売上高22億18百万円（対前年同期比95.8％）、セグメント利益２億69百万

円（同104.3％）となりました。同事業では、施設の閉鎖や不採算機撤去による設置台数の減少

に伴い減収となりました。一方、不採算機の撤去をはじめとした収益構造の適正化により収益性

が改善し増益となりました。
 

＜サポート事業＞

　サポート事業は、売上高46億89百万円（対前年同期比96.7％）、セグメント利益３億６百万円

（同204.8％）となりました。同事業では、お客さまの施設とその周辺の管理運営に関するアウ

トソーシングニーズに応える様々なサービスの提供拡大に取り組みましたが当期は受託業務の縮

小により減収となりました。一方で、2021年２月にＫＪＳ株式会社（旧株式会社カジタク）の吸

収合併に伴い当社が事業を継承したコピー機の契約期間が満了したこと等により大幅な増益とな

りました。

 

(３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の

課題について重要な変更はありません。
 

(４）研究開発活動

　特記事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,400,000

計 86,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（2024年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年７月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,169,633 49,169,633
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 49,169,633 49,169,633 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2024年４月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　３名

新株予約権の数（個） 45

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 0.5

新株予約権の行使期間 2024年６月10日～2039年６月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格   3,133.50

資本組入額 1,566.75（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を割り当てられた者及び相続の場合の権利承継

者は、新株予約権を譲渡し、又はこれを担保に供すること

はできない。

（注）１ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、係る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が吸収分割も

しくは新設分割を行う場合、その他これらの場合に準じて株式数の調整を必要とする場合は、当社は必要と

認められる株式数の調整を行うものとする。

２ 新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

３ 新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権を割り当てられた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社の取

締役又は監査役の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役及び監査役を退任した場合であって

も、退任日から５年以内に限って権利行使ができるものとする。

(2）新株予約権については、その数の全数につき一括して行使することとし、これを分割して行使することは

できないものとする。

４ 新株予約権証券の発行時（2024年５月10日）における内容を記載しております。
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②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年３月１日～

2024年５月31日
－ 49,169 － 3,238 － 2,963

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 

（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（2024年２月29日）に基づく

株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2024年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 634,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 48,482,200 484,822 －

単元未満株式 普通株式 53,133 － －

発行済株式総数  49,169,633 － －

総株主の議決権  － 484,822 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年２月29日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

イオンディライト㈱

大阪市中央区南船場

２丁目３番２号
634,300 － 634,300 1.29

計 － 634,300 － 634,300 1.29

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年３

月１日から2024年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年３月１日から2024年５月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 68,350 62,335

受取手形、売掛金及び契約資産 51,519 49,509

電子記録債権 5,237 8,097

有価証券 7,903 8,008

棚卸資産 2,858 2,840

その他 4,274 7,571

貸倒引当金 △164 △152

流動資産合計 139,980 138,209

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,358 1,329

工具、器具及び備品（純額） 2,948 2,827

土地 193 193

その他（純額） 1,984 2,138

有形固定資産合計 6,484 6,488

無形固定資産   

のれん 2,203 2,022

その他 3,894 3,978

無形固定資産合計 6,098 6,001

投資その他の資産   

投資有価証券 4,123 4,217

その他 3,590 4,176

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 7,693 8,374

固定資産合計 20,277 20,863

資産合計 160,257 159,073
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,292 27,218

電子記録債務 5,667 4,759

短期借入金 378 578

未払金 7,525 6,567

未払法人税等 2,572 1,577

賞与引当金 1,459 2,720

役員業績報酬引当金 67 16

その他 6,481 7,500

流動負債合計 53,445 50,939

固定負債   

役員退職慰労引当金 57 56

退職給付に係る負債 753 1,096

資産除去債務 418 418

その他 1,369 1,567

固定負債合計 2,599 3,139

負債合計 56,044 54,078

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,238 3,238

資本剰余金 532 532

利益剰余金 97,918 98,428

自己株式 △1,779 △2,162

株主資本合計 99,909 100,037

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,212 1,264

為替換算調整勘定 1,951 2,467

退職給付に係る調整累計額 17 32

その他の包括利益累計額合計 3,181 3,765

新株予約権 68 82

非支配株主持分 1,054 1,110

純資産合計 104,212 104,995

負債純資産合計 160,257 159,073
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年３月１日
 至 2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年３月１日
 至 2024年５月31日)

売上高 79,118 81,121

売上原価 68,891 70,719

売上総利益 10,226 10,402

販売費及び一般管理費 6,778 7,134

営業利益 3,447 3,267

営業外収益   

受取利息 17 35

受取配当金 34 41

持分法による投資利益 24 26

その他 17 18

営業外収益合計 94 122

営業外費用   

支払利息 4 8

その他 50 30

営業外費用合計 54 39

経常利益 3,487 3,350

税金等調整前四半期純利益 3,487 3,350

法人税、住民税及び事業税 1,300 835

法人税等調整額 △136 △111

法人税等合計 1,163 724

四半期純利益 2,324 2,625

非支配株主に帰属する四半期純利益 24 28

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,299 2,597
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年３月１日
 至 2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年３月１日
 至 2024年５月31日)

四半期純利益 2,324 2,625

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 57 52

為替換算調整勘定 238 525

退職給付に係る調整額 16 16

その他の包括利益合計 312 593

四半期包括利益 2,636 3,219

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,608 3,181

非支配株主に係る四半期包括利益 28 37
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却

費を含む。）及びのれんの償却額は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2023年３月１日
至 2023年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2024年３月１日
至 2024年５月31日）

減価償却費 668百万円 737百万円

のれんの償却額 207 200

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2023年３月１日 至 2023年５月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年４月11日

取締役会
普通株式 2,124 43.00 2023年２月28日 2023年５月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半

期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2022年10月４日開催の取締役会において、会社法第165条の第３項の規定により読

み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議し、自己

株式459,700株を取得したことで、当第１四半期連結累計期間において自己株式が1,366百万

円増加しました。これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において、自己株式が△4,781

百万円となっております。

 

当第１四半期連結累計期間（自 2024年３月１日 至 2024年５月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月９日

取締役会
普通株式 2,087 43.00 2024年２月29日 2024年５月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半

期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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３．株主資本の著しい変動

　当社は、2024年４月９日開催の取締役会において、会社法第165条の第３項の規定により読

み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議し、自己

株式102,400株を取得したことで、当第１四半期連結累計期間において自己株式が382百万円

増加しました。これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において、自己株式が△2,162百

万円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2023年３月１日 至 2023年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解

情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

 
設備管理
事業

警備事業 清掃事業
建設施工
事業

資材関連
事業

自動販売機
事業

サポート
事業

合計

売上高         

顧客との契約から生じる収益 17,086 12,710 17,464 13,388 11,301 2,316 4,850 79,118

外部顧客への売上高 17,086 12,710 17,464 13,388 11,301 2,316 4,850 79,118

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 36 0 － 42 － 480 559

計 17,086 12,746 17,464 13,388 11,344 2,316 5,331 79,678

セグメント利益 1,335 833 1,451 1,089 630 258 149 5,748

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,748

セグメント間取引消去 △126

のれんの償却額 △207

全社費用（注） △1,966

四半期連結損益計算書の営業利益 3,447

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報

 のれんについて、当社グループは、ファシリティマネジメント事業推進に伴う戦略的

費用と認識しており、各報告セグメントの算定には含めておりません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2024年３月１日 至 2024年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解

情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

 
設備管理
事業

警備事業 清掃事業
建設施工
事業

資材関連
事業

自動販売機
事業

サポート
事業

合計

売上高         

顧客との契約から生じる収益 18,201 12,905 18,051 13,072 11,983 2,218 4,689 81,121

外部顧客への売上高 18,201 12,905 18,051 13,072 11,983 2,218 4,689 81,121

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 40 － － 38 － 418 496

計 18,201 12,945 18,051 13,072 12,021 2,218 5,107 81,618

セグメント利益 1,463 756 1,362 1,095 660 269 306 5,914

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差

額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,914

セグメント間取引消去 △84

のれんの償却額 △200

全社費用（注） △ 2,361

四半期連結損益計算書の営業利益 3,267

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとののれん等に関する情報

 のれんについて、当社グループは、ファシリティマネジメント事業推進に伴う戦略的

費用と認識しており、各報告セグメントの算定には含めておりません。
 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載

のとおりであります。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自 2023年３月１日
至 2023年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2024年３月１日
至 2024年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 46円79銭 53円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,299 2,597

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
2,299 2,597

普通株式の期中平均株式数（千株） 49,153 48,502

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 46円75銭 53円52銭

（算定上の基礎）   

普通株式増加数（千株） 36 29

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 

２【その他】

　2024年４月９日開催の取締役会において、第51期（2023年３月１日から2024年２月29日）の期末

配当について次のとおり決議いたしました。

(１）配当金の総額 2,087百万円

(２）１株当たりの金額 43円00銭

(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2024年５月７日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2024年７月16日

イオンディライト株式会社
 

 取締役会 御中 

 

 有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ 

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小   口   誠   司

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池   田   太   洋

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るイオンディライト株式会社の2024年3月1日から2025年2月28日までの連結会計年度の第1四半期連結
会計期間（2024年3月1日から2024年5月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（2024年3月1日から
2024年5月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一
般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イオンディライト株式会社及
び連結子会社の2024年5月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経
営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半
期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の
四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準
拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期
連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独
立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続
その他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正
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妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された
手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務
諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に
準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま
た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書にお
いて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半
期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は
否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日まで
に入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき
なくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四
半期連結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連
結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ
ないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る証拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期
レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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